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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期

会計期間

自令和３年
７月１日

至令和３年
12月31日

自令和４年
７月１日

至令和４年
12月31日

自令和５年
７月１日

至令和５年
12月31日

自令和３年
７月１日

至令和４年
６月30日

自令和４年
７月１日

至令和５年
６月30日

売上高 (千円） 128,271 146,743 196,250 275,039 293,761

経常利益 (千円） 40,050 60,711 103,203 100,698 122,587

中間（当期）純利益 (千円） 43,515 37,870 73,226 126,767 81,056

持分法を適用した場合の投資利

益
(千円） 16,660 10,063 3,573 50,401 70,177

資本金 (千円） 152,500 152,500 152,500 152,500 152,500

発行済株式総数 (株） 487,397 487,397 487,397 487,397 487,397

純資産額 (千円） 1,063,211 1,172,557 1,280,743 1,147,131 1,218,372

総資産額 (千円） 2,302,003 2,350,480 2,402,092 2,341,755 2,367,139

１株当たり純資産額 (円） 2,181.41 2,405.75 2,627.72 2,353.59 2,499.75

１株当たり中間（当期）純利益 (円） 89.28 77.70 150.24 260.09 166.30

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
(円） － － － － －

１株当たり配当額 (円） － － － 30 30

自己資本比率 (％） 46.2 49.9 53.3 48.9 51.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円） △115,503 95,829 127,721 8,495 190,444

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円） △189 △50,000 9,777 △54,439 △106,797

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円） △59,599 △54,984 △54,881 △98,380 △95,992

現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高
(千円） 32,200 54,012 133,439 63,167 50,822

従業員数
(人）

4 3 3 3 3

（外、平均臨時雇用者数） (0) (0) (0) (0) (0)

（注）１、当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な会計指標等の推移につい

ては記載していません。

２、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間における各セグメントに係る主な事業内容の変更はありません。また、主要な関係会社の異動も

ありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和５年12月31日現在
 

            従     業     員     数         ３人（ ０人）

（注）従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数は、年間平均人員を（　）外数で記載しています。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）経営方針、経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　　　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判断

　　するための客観的な指標等に重要な変更はありません。

　　　また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

（２）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　　　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

　　せん。また、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

 

 

 

 

２【事業等のリスク】

　　　　当中間会計期間において、当半期報告書に記載した状業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

　　　が当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

　　　る主要なリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要

　　　な変更はありません。

 

 

 

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　（１）経営成績等の状況の概要

       　当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は次のとおりであり

　　　　ます。

 

　　　① 財政状態及び経営成績の状況

　　　　　当中間会計期間における国内経済は、新型コロナウイルス感染症が５類移行後、行動制限の緩和や経済活動が

　　　　正常化するなかで緩やかに回復しているものの中東情勢の緊迫化に加え、資源・エネルギー価格の高騰や円安に

　　　　よる物価上昇等により、依然として不透明な状況が続いております。

　　　　　不動産賃貸業を営んでおります当社としましては、取引先テナント各社の新型コロナウイルス感染症の影響が

　　　　軽微の為、現段階での当社への影響はありません。しかしながら、現時点での新型コロナウイルス感染症の流行

　　　　収束の予測が困難なため、又、今後当社の営業成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

　　　　　当社主要事業の不動産賃貸事業は全体売上の100％を占めております。従いまして建物等賃貸不動産の維持管

理を行う上で定期点検を行っております。また、自然災害等（台風及び地震等）の対策として火災保険及び地震

保険に加入しております。又、旧製糖工場跡地については、令和2年1月より事業用定期借地契約を締結し賃貸を

　　　　開始しておりますが、開発時において土壌汚染があり、汚染土壌撤去工事及び埋設物撤去工事を終え、令和3年

12月1日より再開しております。

　　　　　以上の結果、当中間会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

　　　(イ) 財政状態

　　　　　当中間会計期間末の資産合計は2,402,092千円となり、前期末に比べ34,953千円増加しました。

　　　　　当中間会計期間末の負債合計は1,121,349千円となり、前期末に比べ27,418千円減少しました。

　　　　　当中間会計期間末の純資産は1,280,743千円となり、前期末に比べ62,371千円増加しました。

 

　　　(ロ) 経営成績

　　　　　当中間会計期間における売上高は 196,250千円（前年同期比33.7％増）、売上原価は 64,978千円（同15.2％

　　　　増）、営業利益 95,882千円（同66.7％増）、営業外損益を加減算し、経常利益103,203千円（同70.0％増）と

　　　　なりました。特別損益はなく、税引前中間純利益は 103,203千円となりました。
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　　　② キャッシュ・フローの状況

　　　　　当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、定期預金の満期による入金50,000千円もあり前事業年度

　　　　末に比べ 82,617千円増加し、133,439千円となりました。

 

       当中間会計期間における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　営業活動の結果得られた資金は、127,721千円（前年同期に得られた資金は 95,829千円）となりました。

　　　これは税引前中間純利益103,203千円、減価償却費35,280千円の計上が主な要因であります。

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　投資活動の結果得られた資金は、9,777千円（前年同期に得られた資金は△50,000千円）であり、これは定

　　　期預金の満期による入金50,000千円によるものであります。

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　財務活動の結果使用された資金は、54,881千円(前年同期は 54,984千円の使用)となりました。

　　　これは長期借入金の返済 39,156千円が主な要因であります。

 

　　　③ 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　　　　　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

　　　　状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

　　　④ 生産、受注及び販売の実績

　　　(イ)生産実績

　　　　　該当事項はありません。

 

　　　(ロ)受注実績

　　　　　該当事項はありません。

 

　　　(ハ)販売実績

セグメントの名称
当中間会計期間

（自　令和５年７月１日
至　令和５年12月31日）

前年同期比（％）

   

　　　賃 貸 事　業 （千円） 101,023 196.1

　　　奥 武 山 事 業 （千円） 81,907 100.0

　　　ＴＯＴＯ賃貸事業（千円） 13,320 100.0

合   計（千円） 196,250 133.7

　（注）前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　　　　は次の通りであります。

相手先

前中間会計期間
（自令和４年７月１日
至令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自令和５年７月１日
至令和５年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

　医療法人六人会 31,131 21.2 31,131 15.9

　琉球海運株式会社 28,994 19.7 77,828 39.7
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　（２） 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　　　 経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　　なお、文中における将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

　　① 当中間会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　　(イ) 財政状態の分析

　　　　当中間会計期間末の総資産残高は、2,402,092千円（前事業年度末比1.5％増）となりました。

　　　流動資産においては、現金及び預金の増加により302,408千円（同10.0％増）となりました。

　　　固定資産については、投資その他の資産の増加により2,099,684千円(同0.4％増)となりました。

　　　負債については、長期借入金等の返済により1,121,349千円（2.4％減）となりました。

　　　純資産については、繰越利益剰余金及び評価・換算差額等11,991千円の増加により1,280,743千円（同5.1％増）

　　　となりました。

 

　　(ロ) 経営成績の分析

　　　　当中間会計期間における売上高は 196,250千円（前年同期比33.7％増）売上原価は 64,978千円（同15.2％増）

　　　営業利益 95,882千円（同66.7％増）となりました。前中間会計期間と比べ営業利益が増加したのは、工場跡地の

　　　土地賃料が令和５年７月より単価増によるものであります。

 

　　② 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　　(イ) キャッシュ・フローの状況の分析

　　　　キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　３ 経営者による財政状態、経営成績及

　　　びキャッシュ・フローの状況の分析 (１)経営成績等の状況の概要 ②キャッシュ・フロー」に記載しております。

 

　　(ロ) 資本の財源及び資金の流動性

　　　　当社の資本の財源及び資金の流動性については、次のとおりであります。

　　　当社の事業活動における運転資金需要の主なものは、製造原価、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。

　　　投資を目的とした資金需要は、建物等設備投資及び社債等購入によるものであり、金融機関等からの長期借入金

　　　を基本としております。

　　　　なお、当中間会計期間末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は、800,993千円であり、

　　　当中間会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、133,439千円であります。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

　　　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

 

 

５【研究開発活動】

　 　 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　 　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

 

２【設備の新設、除却等の計画】

 　当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種         類 発 行 可 能 株 式 総 数（株）

普    通    株   式 1,000,000

計 1,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類

発         行         数
上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　容
中間会計期間末現在発行数

（令和５年12月31日現在）
提出日現在発行数

（令和６年３月29日現在）

 株 株  
 

当社は単元株制度は

普通株式 487,397 487,397 該当なし 採用しておりません。

計 487,397 487,397 － －

（注）１　発行済株式は、全て議決権を有しております。

２　当社の株式は譲渡制限株式であり、株式を譲渡するには取締役会の承認が必要となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年　月　日

 
発行済株式総数
増減数（株）

 

 
発行済株式総数
残高（株）

 

資本金増減額
（千円）

資本金残高　
（千円）

資本準備金増減
額（千円）

資本準備金残高
（千円）

令和５年７月１日

～

令和５年12月31日

－ 487,397 － 152,500 － －
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（５）【大株主の状況】

  令和５年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

DM三井製糖ホールディン

グス株式会社
東京都中央区日本橋箱崎町36-2 83,333 17.10

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町1－4－2 83,333 17.10

一般財団法人南部振興会 沖縄県那覇市旭町116－30 60,000 12.31

新垣良光 沖縄県島尻郡八重瀬町 39,057 8.01

株式会社人材派遣セン

ターオキナワ
沖縄県那覇市久茂地1－7－1 34,000 6.98

株式会社 琉球銀行 沖縄県那覇市久茂地1－11－1 24,000 4.92

株式会社RCMアセットマ

ネジメント
沖縄県那覇市久茂地1-7-1 14,500 2.97

沖縄県農業協同組合 沖縄県那覇市壷川2-9-1 12,229 2.51

株式会社沖縄海邦銀行 沖縄県那覇市久茂地2-9-12 11,000 2.26

津波英幸 沖縄県豊見城市 10,420 2.13

計 － 371,871 76.30

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和５年12月31日現在
 

区　　　　分 株　式　数 （株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

 

完全議決権株式（その他）

 

普通株式 487,397

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 － － －

総株主の議決権 － 487,397 －

 

②【自己株式等】

　　該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

　　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員異動はありません。
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第５【経理の状況】
１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令号第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第73期中間会計期間（令和５年７月１日から令和５

年12月31日まで）の中間財務諸表について公認会計士田港博和氏の監査を受けています。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和５年６月30日)
当中間会計期間

(令和５年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 250,822 283,439

売掛金 21,735 16,519

前払費用 2,089 2,269

その他 181 181

流動資産合計 274,827 302,408

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２ 1,421,244 ※１,※２ 1,413,871

構築物（純額） ※１ 35,393 ※１ 32,760

機械及び装置（純額） ※１ 1,359 ※１ 1,221

工具、器具及び備品（純額） ※１ 0 ※１ 0

土地 ※２ 209,829 ※２ 209,829

リース資産（純額） ※１ 3,416 ※１ 2,725

その他（純額） 11,054 －

有形固定資産合計 1,682,295 1,660,406

無形固定資産 1,379 1,214

投資その他の資産   

投資有価証券 157,907 190,571

関係会社株式 224,027 224,027

繰延税金資産 23,260 21,457

その他 3,444 2,009

投資その他の資産合計 408,638 438,064

固定資産合計 2,092,312 2,099,684

資産合計 2,367,139 2,402,092

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 78,312 ※２ 85,462

リース債務 1,295 653

未払金 2 2

未払配当金 2,615 1,592

未払法人税等 29,022 30,348

その他 53,472 66,320

流動負債合計 164,718 184,377
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和５年６月30日)
当中間会計期間

(令和５年12月31日)

固定負債   

長期借入金 ※２ 758,860 ※２ 712,554

リース債務 2,450 2,324

退職給付引当金 2,483 2,727

役員退職慰労引当金 46,950 46,950

長期預り保証金 153,621 153,621

建設協力金 ※２ 19,684 ※２ 18,796

固定負債合計 984,049 936,972

負債合計 1,148,767 1,121,349

純資産の部   

株主資本   

資本金 152,500 152,500

利益剰余金   

利益準備金 38,125 38,125

その他利益剰余金   

別途積立金 636,482 636,482

繰越利益剰余金 383,041 441,645

利益剰余金合計 1,057,648 1,116,252

株主資本合計 1,210,148 1,268,752

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,224 11,991

評価・換算差額等合計 8,224 11,991

純資産合計 1,218,372 1,280,743

負債純資産合計 2,367,139 2,402,092
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②【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和４年７月１日
　至　令和４年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和５年７月１日
　至　令和５年12月31日)

売上高 146,743 196,250

売上原価 ※１ 56,428 ※１ 64,978

売上総利益 90,315 131,272

販売費及び一般管理費 ※１ 32,798 ※１ 35,390

営業利益 57,517 95,882

営業外収益 ※２ 7,991 ※２ 11,668

営業外費用 ※３ 4,797 ※３ 4,347

経常利益 60,711 103,203

特別損失 ※４ 8,000 －

税引前中間純利益 52,711 103,203

法人税、住民税及び事業税 15,153 29,781

法人税等調整額 △312 196

法人税等合計 14,841 29,977

中間純利益 37,870 73,226
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 152,500 38,125 636,482 316,606 991,214 1,143,714

当中間期変動額       

剰余金の配当    △14,622 △14,622 △14,622

中間純利益    37,870 37,870 37,870

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

      

当中間期変動額合計 － － － 23,248 23,248 23,248

当中間期末残高 152,500 38,125 636,482 339,855 1,014,462 1,166,962

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 3,417 3,417 1,147,131

当中間期変動額    

剰余金の配当   △14,622

中間純利益   37,870

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

2,178 2,178 2,178

当中間期変動額合計 2,178 2,178 25,425

当中間期末残高 5,595 5,595 1,172,557
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当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 152,500 38,125 636,482 383,041 1,057,648 1,210,148

当中間期変動額       

剰余金の配当    △14,622 △14,622 △14,622

中間純利益    73,226 73,226 73,226

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

      

当中間期変動額合計 － － － 58,604 58,604 58,604

当中間期末残高 152,500 38,125 636,482 441,645 1,116,252 1,268,752

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 8,224 8,224 1,218,372

当中間期変動額    

剰余金の配当   △14,622

中間純利益   73,226

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

3,767 3,767 3,767

当中間期変動額合計 3,767 3,767 62,371

当中間期末残高 11,991 11,991 1,280,743
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和４年７月１日
　至　令和４年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和５年７月１日
　至　令和５年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 52,711 103,203

減価償却費 34,565 35,280

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,104 △1,138

退職給付引当金の増減額（△は減少） 165 244

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,500 －

地盤改良工事負担金 8,000 －

受取利息及び受取配当金 △5,596 △6,175

支払利息 4,797 4,347

売上債権の増減額（△は増加） 4,347 5,216

その他の流動資産の増減額（△は増加） △791 △192

未払費用の増減額（△は減少） △140 80

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,123 △6,257

預り金の増減額（△は減少） 393 358

その他 △4,684 19,506

小計 116,079 154,472

利息及び配当金の受取額 5,596 6,175

利息の支払額 △4,779 △4,343

地盤改良工事負担金の支出額 △8,000 －

法人税等の支払額 △13,067 △28,583

営業活動によるキャッシュ・フロー 95,829 127,721

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △13,026

投資有価証券の取得による支出 － △27,197

定期預金の預入による支出 △50,000 －

定期預金の満期による入金 － 50,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △50,000 9,777

 

EDINET提出書類

株式会社　りゅうとう(E00366)

半期報告書

16/36



 

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

(自　令和４年７月１日
　至　令和４年12月31日)

当中間会計期間
(自　令和５年７月１日
　至　令和５年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △39,156 △39,156

リース債務の返済による支出 △770 △769

建設協力金の支払による支出 △888 △888

配当金の支払額 △14,170 △14,068

財務活動によるキャッシュ・フロー △54,984 △54,881

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,155 82,617

現金及び現金同等物の期首残高 63,167 50,822

現金及び現金同等物の中間期末残高 54,012 133,439
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

関連会社株式

　総平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）を採用しており

　ます。

市場価格のない株式等

総平均法による原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

主な耐用年数

建物31年～50年

(2) ソフトウェア（自社利用）

社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法

(3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 

３.引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき当中間会計期間末

において発生していると認められる額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規定（内規）に基づく当中間会計期間末の

要支給額を計上しております。

 

４.収益及び費用の計上基準

　　不動産賃貸事業

　　　不動産賃貸事業については、当社所有の不動産を賃貸しております。当該不動産賃貸による収益は

　　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）等に従い、賃貸借契約期間にわたって計上して

おります。

 

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　資金は、手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（追加情報）

　　　（新型コロナウイルス感染症の影響）

　　　　　新型コロナウイルス感染症拡大による事業の影響について、前事業年度の有価証券報告書における記載内容

から重要な変更は行っておりません。
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（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（令和５年６月30日）

当中間会計期間
（令和５年12月31日）

501,959千円 536,183千円

 

※２．担保資産

　　担保提供資産

 
前事業年度

（令和５年６月30日）
当中間会計期間

（令和５年12月31日）

建物 1,309,631千円 1,305,165千円

土地 80,510 80,510

計 1,390,141 1,385,675

 

※担保提供資産に対応する債務

 
前事業年度

（令和５年６月30日）
当中間会計期間

（令和５年12月31日）

長期借入金 837,172千円 738,016千円

(１年以内返済予定額含む)

その他（建設協力金）

 

19,684

 

18,796

計 856,856 756,812

 

 

（中間損益計算書関係）

 

※１．減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自令和４年７月１日
至令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自令和５年７月１日
至令和５年12月31日）

有形固定資産 34,372千円 35,116千円

無形固定資産 172 165

 

 

※２．営業外収益のうち主要なもの

 
前中間会計期間

（自令和４年７月１日
至令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自令和５年７月１日
至令和５年12月31日）

イ 受取利息 2千円 533千円

ロ 受取配当金 5,594 5,642

ハ 雑収入 2,395 5,493

 

※３．営業外費用のうち主要なもの

 
前中間会計期間

（自令和４年７月１日
至令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自令和５年７月１日
至令和５年12月31日）

 　支払利息 4,797千円 4,347千円

   

 

※４．特別損失のうち主要なもの

 
前中間会計期間

（自令和４年７月１日
至令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自令和５年７月１日
至令和５年12月31日）

 工場跡地土盤改良負担金 8,000千円 －千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加株

式数（株）
当中間会計期間減少株式数

（株）
当中間会計期間末株

式数（株）

発行済株式     

普 通 株 式 487,397 － － 487,397

合　　　計 487,397 － － 487,397

自己株式     

普 通 株 式 － － － －

合　　　計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項ありません。

 

３．配当に関する事項

 

　（１）配当金支払額

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額

令和４年９月20日

　 定時株主総会
普通株式 14,622千円 30円

 

基　準　日 効力発生日

令和4年６月30日 令和4年９月21日

 

　（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当効力発生日が当中間会計期間末日後となるもの

　　　　　該当事項ありません。
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当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当中間会計期間増加株

式数（株）
当中間会計期間減少株式数

（株）
当中間会計期間末株

式数（株）

発行済株式     

普 通 株 式 487,397 － － 487,397

合　　　計 487,397 － － 487,397

自己株式     

普 通 株 式 － － － －

合　　　計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項ありません。

 

３．配当に関する事項

 

　（１）配当金支払額

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額

令和５年９月20日

　 定時株主総会
普通株式 14,622千円 30円

 

基　準　日 効力発生日

令和５年６月30日 令和５年９月21日

 

　（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当効力発生日が当中間会計期間末日後となるもの

　　　　　該当事項ありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自令和４年７月１日
至令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自令和５年７月１日
至令和５年12月31日）

現金及び預金勘定 254,012千円 283,439千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △200,000 △150,000

現金及び現金同等物 54,012 133,439

 

（リース取引関係）

（借主側）

　 ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

　有形固定資産

　　共通部門における車両であります。

 

②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１.金融商品の時価に関する事項

　中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場性のない

株式等と認められるものは含まれておりません（(注)2.参照）。

 

前事業年度（令和５年６月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　単位：千円　）

 貸借対照表計上額 　　　時　　　　価 　　　差　　　　額

(1)　投資有価証券

 

35,540

 

35,540

 

－

 

　　　資　　産　　計 35,540 35,540 －

(１)　長期借入金

　(1年以内返済予定含む）

837,172

 

838,757

 

1,585

 

　　　負　　債　　計 837,172 838,757 1,585

 

当中間会計期間（令和５年12月31日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　単位：千円　）

 　中間貸借対照表計上額 　　　時　　　　価 　　　差　　　　額

(１)　投資有価証券

 

41,007

 

41,007

 

－

 

　　　資　　産　　計 41,007 41,007 －

(１)　長期借入金

　(1年以内返済予定含む）

798,016

 

799,344

 

1,328

 

　　　負　　債　　計 798,016 799,344 1,328

(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　現金及び預金、売掛金、預け金(立替金）

　　　　 これらは短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、記載を省略しております。

　　　投資有価証券

　　　　 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。又、保有目的ごとの有価証券に

　　　 関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　　　買掛金、未払金

　　　　 これらは短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、記載を省略しております。

　 長期借入金（1年以内返済予定の長期借入金を含む）

　　 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

　　で割引いて算定する方法によっております。

　※ デリバティブ取引…該当事項はありません。

 

(注）２．市場性のない株式等

　 (1)非上場株式（前事業年度の貸借対照表計上額 122,367千円、当中間会計期間の貸借対照表計上額

　　149,564千円）は市場価格がないため「(１)投資有価証券」には含めておりません。

 　(2)関連会社株式（前事業年度及び当中間会計期間の貸借対照表計上額 224,027千円）は市場価格がな

　　ため記載しておりません。

 

 

　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
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金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価格が変動することがある。

 

２.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

　　　　　　　　　価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以下の時価の算

　　　　　　　　　定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

 

(１)時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2023年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

　株式 35,540 － － 35,540

資産計 35,540 － － 35,540

 

当中間会計期間(2023年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券     

　株式 41,007 － － 41,007

資産計 41,007 － － 41,007

 

 

　　　　　 (２)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2023年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内含む） － 838,757 － 838,757

負債計 － 838,757 － 838,757

 

当中間会計期間（2023年12月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内含む） － 799,344 － 799,344

負債計 － 799,344 － 799,344

(注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。

 

長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．関連会社株式

　　関連会社株式（前事業年度及び当中間会計期間の貸借対照表計上額 224,027千円）は、市場価格がない

ため記載しておりません。

 

２．その他有価証券

 

前事業年度（令和５年６月30日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

 貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

 

(1) 株式

(2) 債権

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他

35,540

 

－

－

－

－

23,803

 

－

－

－

－

11,737

 

－

－

－

－

小計 35,540 23,803 11,737

 貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

 

(1) 株式

(2) 債券

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他

－

 

－

－

－

－

－

 

－

－

－

－

－

 

－

－

－

－

小計 － － －

　　　　　　　　　　　　　　　　合計 35,540 23,803 11,737

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行っ

　　　ております。（前事業年度において、その他有価証券（株式）35,540千円の減損処理済）

 

当中間会計期間（令和５年12月31日）

 種類
中間貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

 

(1) 株式

(2) 債権

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他

41,007

 

－

－

－

－

23,896

 

－

－

－

－

17,111

 

－

－

－

－

小計 41,007 23,896 17,111

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

 

(1) 株式

(2) 債券

　　　国債・地方債他

　　　社債

　　　その他

(3) その他

－

 

－

－

－

－

－

 

－

－

－

－

－

 

－

－

－

－

小計 － － －

　　　　　　　　　　　　　　　　合計 41,007 23,896 17,111

　（注）　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行っ

　　　ております。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（令和５年６月30日）

　当社はデリバティブ取引は全く行っていないので該当事項はありません。

 

　　　　　当中間会計期間（令和５年12月31日）

　当社はデリバティブ取引は全く行っていないので該当事項はありません。

 

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　　前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　該当事項はありません。

 

　　　　　当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

　該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（令和５年６月30日）
当中間会計期間

（令和５年12月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 224,027 224,027

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 1,388,146 1,388,057

 

 
前中間会計期間

（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和５年７月１日
至　令和５年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 10,063 3,573

 

（資産除去債務関係）

　　　前事業年度（令和５年６月30日）及び当中間会計期間（令和５年12月31日）

　　　　　　　該当事項はありません。

 

 

（賃貸等不動産関係）

　　　　　　前事業年度（自令和４年７月１日　至令和５年６月30日）

　　　　　当社では、沖縄県那覇市・豊見城市・南風原町に賃貸用店舗等(テナント）と、工場用土地を有して

　　　　おります。

　　　　　令和５年６月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 181,883千円（賃貸収益は売上高に、

　　　　賃貸費用は売上原価に計上しています。）であります。

　　　　　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び当事業年度末の時価は次のと

　　　　おりであります。

 

貸　借　対　照　表　計　上　額　（千円） 事業年度末の時価

　（千円）事業年度期首残高 事業年度増減額 事業年度末残高

1,721,311 △54,844 1,666,467 4,411,380

　(注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額であります。

 

　　　 ２．事業年度増減額のうち主な減少額は、減価償却費であります。

 

　 　 ３．事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に準じた金額であります。

 

 

　　 当中間会計期間（自　令和５年７月１日　　至　令和５年12月31日）

　　　 賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間貸借対照表日における時価に前事業年度の末日に比して著し

　　 い変動が認められないため、賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び当中間会計期間における主な変動並び
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　　 に中間貸借対照表日における時価及び当該時価の算定方法は、省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報については、収益認識に関する会計基準等の対象となる収益に重要

性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　　当社の報告セグメントは当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者

　が各事業・セグメント管理に使用している内部管理報告に基づいており、又、取締役会が業績評

　価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　　当社は、賃貸事業部門は土地等（事業用賃貸）の賃貸、奥武山事業部門は賃貸事業(テナント等)、

　ＴＯＴＯ事業部門は賃貸事業（事務所・ショールーム）を行っております。

　　当社の報告セグメントは、賃貸事業、奥武山事業、ＴＯＴＯ事業の３部門の組織体制に基づき分類

　しております。

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「重要な会計方針」における記載と概ね同

　一であります。

　　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　　セグメント間の内部収益及び振替高はありません。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

(注)１

中間財務諸表

計上額(注)２ 賃貸事業 奥武山事業
ＴＯＴＯ

賃貸事業

売上高       

(1)外部顧客に対す

る売上高
51,516 81,907 13,320 146,743 － 146,743

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － －

計 51,516 81,907 13,320 146,743 － 146,743

セグメント利益 35,548 48,409 6,353 90,310 △32,793 57,517

セグメント資産 403,097 1,067,925 198,818 1,669,840 680,640 2,350,480

セグメント負債 148,306 859,478 36,334 1,044,118 133,805 1,177,923

その他の項目       

減価償却費 7,404 20,089 5,602 33,095 1,470 34,565
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（注）１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　(1) セグメント利益の調整額△32,793千円は各報告セグメントに配分していない全社費用で

　　　　　あり、主に報告セグメントに帰属しない総務管理部門に係る費用であります。

　　　　(2) セグメント資産の調整額 680,640千円は各報告セグメントに配分していない全社資産で

　　　　　あり、主に報告セグメントに帰属しない資産であります。

　　　　(3) セグメント負債の調整額 133,805千円は各報告セグメントに配分していない全社負債で

　　　　　あり、主に報告セグメントに帰属しない総務管理部門に係る負債であります。

 

 

　 (注）２. セグメント利益は、中間財務諸表の営業利益と一致しています。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

(注)１

中間財務諸表

計上額(注)２ 賃貸事業 奥武山事業
ＴＯＴＯ

賃貸事業

売上高       

(1)外部顧客に対す

る売上高
101,023 81,907 13,320 196,250 － 196,250

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － －

計 101,023 81,907 13,320 196,250 － 196,250

セグメント利益 77,490 47,344 6,398 131,232 △35,350 95,882

セグメント資産 398,418 1,071,041 187,855 1,657,314 744,778 2,402,092

セグメント負債 142,774 794,138 34,558 971,470 149,879 1,121,349

その他の項目       

減価償却費 7,665 20,394 5,602 33,661 1,620 35,280

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

　　　　(1) セグメント利益の調整額△35,350千円は各報告セグメントに配分していない全社費用で

　　　　　あり、主に報告セグメントに帰属しない総務管理部門に係る費用であります。

　　　　(2) セグメント資産の調整額 744,778千円は各報告セグメントに配分していない全社資産で

　　　　　あり、主に報告セグメントに帰属しない資産であります。

　　　　(3) セグメント負債の調整額 149,879千円は各報告セグメントに配分していない全社負債で

　　　　　あり、主に報告セグメントに帰属しない総務管理部門に係る負債であります。

 

 

　 (注）２. セグメント利益は、中間財務諸表の営業利益と一致しています。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　単位：千円　）

 　賃　貸　事　業 　奥 武 山 事 業 ＴＯＴＯ賃貸事業 　　合　　　計

外部顧客への売上高 51,516 81,907 13,320 146,743

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 

　　海外売上高はありません。

 

(2）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の９０％を

　超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 

顧客の名称又は氏名 売 上 高 関連するセグメント名

医 療 法 人 六 人 会 31,131千円 奥 武 山 事 業

 

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　単位：千円　）

 　賃　貸　事　業 　奥 武 山 事 業 ＴＯＴＯ賃貸事業 　　合　　　計

外部顧客への売上高 101,023 81,907 13,320 196,250

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 

　　海外売上高はありません。

 

(2）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の９０％を

　超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 

顧客の名称又は氏名 売 上 高 関連するセグメント名

医 療 法 人 六 人 会 31,131千円 奥 武 山 事 業

琉 球 海 運 株式会社 77,828千円 賃 貸 事 業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自　令和４年７月１日　至　令和４年12月31日）

　　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和５年７月１日　至　令和５年12月31日）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

 
前事業年度

（令和５年６月30日）
当中間会計期間

（令和５年12月31日）

　１株当たり純資産額 2,499.75円 2,627.72円

（算定上の基礎）   

　純資産の部の合計額（千円） 1,218,372 1,280,743

　純資産の合計額から控除する金額(千円) － －

　普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額

　（千円）
1,218,372 1,280,743

　１株当たり純資産額の算定に用いられた

　中間期末（期末）の普通株式の数（株）
487,397 487,397

 

 

 
前中間会計期間

（自　令和４年７月１日
至　令和４年12月31日）

当中間会計期間
（自　令和５年７月１日
至　令和５年12月31日）

１株当たり中間純利益金額 77.70円 150.24円

（算定上の基礎） － －

中間純利益金額（千円） 37,870 73,226

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 37,870 73,226

普通株式の期中平均株式数（株） 487,397 487,397

 

　潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額について、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

同　左

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

　　有価証券報告書及びその添付書類

 

事業年度

（第72期）

 

 

自令和４年７月１日

至令和５年６月30日

 

 

令和５年９月30日

沖縄総合事務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

令和６年３月26日

株式会社りゅうとう

取締役会　御中

 

田港博和公認会計士事務所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　沖縄県糸満市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士　田港博和

 

 

中間監査意見

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社りゅうとうの令和５年７月１日から令和６年６月30日までの第73期事業年度の中間会計期間（令和５年７月１日か

ら令和５年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社りゅうとうの令和５年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和５年７月1日から

令和５年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

 

中間監査意見の根拠

　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準に

おける私の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に

関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は,中間

監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資

者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断

される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

　 応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の

　 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一

　 部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、

　 分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・  中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

　 価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に

　 関連する内部統制を検討する。
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・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

　 注記事項の妥当性を評価する。

 

・  経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

　 づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

　 結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の

　 注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財

　 務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手し

　 た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

　 しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が

　 基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　 監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重

　 要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

　 う。

 

 

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　　※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証

　　　　　券報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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